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1 はじめに 

本報は、筆者が熊本市の組織変遷についての研究を行う

過程で入手した『熊本市組織』の変容を分析することで、掲

載内容の変容の理由と総合計画との関係を考察したもので

ある。 

『熊本市組織』は、令和3（2021）年度現在で熊本市の人

事課が発行している熊本市の組織編制に関する資料であり、

昭和 42(1967)年度から発行している。なお、昭和 42、

43(1968)年度のみ『熊本市組織図』という名称であるが、本

報では統一して『熊本市組織』とする。 

 

2 『熊本市組織』の基本情報 

『熊本市組織』に関する基本的情報（発行部署、掲載内容）

と関係する情報について、表1のとおり整理した。但し、昭

和 38(1963)年度は、『総合計画資料 No.4 熊本市行政管理

近代化計画について一その策定の方向と課題一』（以下『行

政管理近代化計画』という。）に関して掲載した。 

『行政管理近代化計画』には、昭和42年度の『熊本市組

織』と同様に熊本市の「機構図」、「執行体制の変遷」、「庁内

配置図」が掲載されていたことから、本報において関係する

資料とした。その他関係する情報として、該当年度の市長と

総合計画を掲載した。掲載項目の列の①から⑩までの番号

は、2.1でそれぞれ説明する番号と一致している。番号の並

びは『熊本市組織』の掲載順ではなく、内容などによって3

つに分類し、分類毎に並び替えている。なお「庁内配置図」

は『熊本市組織』の昭和42年度のみの掲載なので割愛した。

また、網掛け部分は該当項目の掲載がなかったことを示す。 

「発行部署」は、令和3年度現在、総務部門（人事課、行

政経営課）であるが、昭和42年度から平成12(2000)年度ま

では企画部門（企画課、企画室など）であった。 

 

 

表1 『熊本市組織』変容と関係情報の年表 
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『熊本市組織』にある各課の事務分掌をみても、平成 12

年度まで企画部門が組織編制に関することを所管（昭和

46(1971)年度から昭和 49(1974)年度の間は、企画課とは別

に調整課が設けられて組織編制を所管し、両課とも企画広

報部に属する）しており、熊本市においては企画部門が過去

30 年以上の間、組織編制を政策の総合調整とともに担って

いたことがわかった。 

掲載内容について、分類毎に以下のとおり説明する。 

2.1 現行掲載 

令和3年度の『熊本市組織』に掲載されている項目を1つ

の分類としてまとめた。 

① 「機構図」 

昭和42年度以降、継続して掲載されている。市議会とと

もに、市長をトップとした市長部局、企業局、行政委員会ま

でを部局毎ツリー状にして課名を掲載し、あわせて部局毎

の職員数を掲載した図である。図1、図2は、それぞれ令和

3年度と昭和42年度の『熊本市組織』に掲載されている「機

構図」（昭和 42 年度当時は「熊本市行政機構図」）である。 

 

 

 

 

 

 

筆者が確認した「機構図」の中で、『熊本市組織』と類似

する形式で作成された最も古いものは、昭和38年度の『行

政管理近代化計画』の参考付表「熊本市行政機構図」である

(図3)。 

 

 

 

図2と図3を比較すると、図3で職員数が組織の横に掲

載されている点などは若干異なるものの、ツリー状の掲載

方法は基本的に同じであり、また名称も同じであることか

ら、両者には繋がりがあるものと考えられる。なお、図4は

昭和34(1959)年度の「熊本市行政機構図」である。 

 

 

 

作成は企画部門ではなく熊本市議会事務局であるが、図4

は昭和 43(1968)年度以降の『熊本市組織』における「人事

配置表」と類似する内容で、同じ名称でも図 3 とは異なる

ものである。このことからも、「機構図」が現在の形式にな

ったのは、『行政管理近代化計画』からの可能性があると考

図1 令和3年度『熊本市組織』掲載の「機構図」（一部） 

 図2 昭和42年度『熊本市組織』掲載の 
「熊本市行政機構図」（一部） 

図4 昭和34年度「熊本市行政機構図」（一部） 
（出典：『熊本市政70年史』） 

図3 昭和38年度『行政管理近代化計画』掲載の 
「熊本市行政機構図」（一部） 
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えられる。 

② 「機能図」 

「機構図」と同様に昭和42年度以降、継続して掲載され

ている。図5は昭和42年度の「機能図」（一部）である。 

 

 

 

「機構図」の部局毎のツリーをより詳細にし、各課の人数

と事務分掌、属する係の名称などを掲載している。「機能図」

については、昭和42年度から令和3年度まで掲載形式は基

本的に同じである。 

③ 「外郭団体情報」 

昭和 63(1988)年度以降、継続して掲載されている。最初

に掲載された外郭団体は、昭和 30(1955)年設立の社会福祉

法人熊本市社会福祉協議会である。昭和63年度以前にも外

郭団体は存在していたが、それまでは『熊本市組織』に掲載

すべき組織であると認識されていなかったと考えられる。 

「外郭団体情報」が掲載され始めた時期との関係で想起

されるのは、昭和 60(1985)年度に一般財団法人熊本市文化

スポーツ財団、昭和 62(1987)年度に公益社団法人熊本市シ

ルバ－人材センタ－と株式会社熊本流通情報センターと、

短期間に3団体設立している点である。外郭団体が急増し、

組織として注目された可能性がある。また、掲載当初は「公

社・協会等」という項目名であったが、平成 17(2005)年度

から外郭団体という項目名に変更している。これは、平成

16(2004)年 3 月に『外郭団体改革推進計画』を新たに策定

したことから、同計画を所管していた行政経営課が『熊本市

組織』の発行に際しても同じ表現に統一したものと考えら

れる。 

④ 「人事配置表」 

昭和43年度以降、継続して掲載されている。「機構図」に

沿って市長から各部局長、課長、係長などの中間管理職にあ

たる職員までの個人の氏名が掲載されている。昭和42年度

時点では『熊本市組織』に人事配置表は掲載されていなかっ

たが、翌年度から追加されたことは、組織編制と人事配置が

一体的であることを示唆している。なお、熊本市の人事配置

に関しては昭和42年度以降一貫して人事課が所管しており、

事務分掌上は「職員の任免に関すること」として記載されて

いる。そのため、昭和43 年度から平成12 年度まで企画部

門では、人事配置に関して人事課から情報提供を受けて『熊

本市組織』を作成していたと考えられる。 

⑤ 「執行体制の変遷」 

昭和44(1969)年度以降、継続して掲載されている。図6、

図7は、それぞれ令和3年度、昭和44年度の『熊本市組織』

に掲載されている「執行体制の変遷」（昭和 44 年度当時は

行政執行体制の変せん）の一部（いずれも昭和32年1月か

ら昭和34年12月まで）である。 

 

 

 

 

 

図5 昭和42年度『熊本市組織』掲載の「機能図」（一部） 

図6 令和3年度『熊本市組織』掲載の 
「執行体制の変遷」（一部） 

図7 昭和44年度『熊本市組織』掲載の 
「行政執行体制の変せん」（一部） 
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図6、図7ともに『熊本市組織』発行以前の昭和32(1957)

年度以降の組織変遷を時系列で記載されているが、図 7 で

記載されていた内容を図6では一部削除している。 

『熊本市組織』と同じ形式で作成された「執行体制の変遷」

で筆者が確認できた最も古いものは、昭和38年度の『行政

管理近代化計画』の参考付表の一部としてある「事務機構・

制度の実施・事務機器導入のあゆみ」である(図8)。 

 

 

 

図7と図8を比較すると、「事務機構の変遷」に加えて「制

度の実施・事務機器導入のあゆみ」の記載も同じ部分が多数

あることから、両者には繋がりがあるものと考えられる。ま

た図6から図8までを比較すると、令和3年度までに削除

されてきた内容が主に「制度の実施・事務機器導入のあゆみ」

の部分であることがわかる。 

2.2 指標 

次に、令和3年度現在では掲載されていないが、以前は2

つの指標が『熊本市組織』に掲載されていたため、それらを

1つの分類とした。 

⑥ 「主要指標」 

昭和42年度から平成15(2003)年度まで掲載されていた。

「主要指標」の内容は、一貫して市の面積、人口（男女別）、

世帯数、産業別人口割合である。図9は昭和44年度の『熊

本市組織』に掲載されたものである。 

 

 

「主要指標」の内容は、昭和39(1964)年に策定した『熊

本市第一次総合計画』の第2編（計画の背景）第3章（人

口）において整理されている項目でもある。但し、平成

16(2004)年度から行政経営課が発行部署となった際に「主

要指標」は『熊本市組織』から削除されている。 

⑦ 「行政指標」 

昭和43年度から平成3(1991)年度まで、「機能図」の中に

掲載されていた。「機能図」で掲載された各課や室の所掌事

務の下などに、その部署に関係する設置施設数や事業の施

行面積、相談件数などの実績値が掲載されていた。図10は

平成3年度の『熊本市組織』の「機能図」の下に掲載されて

いた区画整理事業の施行面積に関する「行政指標」である。 

 

 

しかし、平成4(1992)年度になると『熊本市組織』から全

ての「行政指標」の掲載がなくなっている。一方、平成4年

度に新たに策定した『熊本市第4次総合計画実施計画』（以

下『第4次総合計画実施計画』という。）には、事業毎に「計

図9 昭和44年度『熊本市組織』掲載の「主要指標」 

図8 昭和38年度『行政管理近代化計画』掲載の「事務

機構・制度の実施・事務機器導入のあゆみ」（一部） 

図10 平成3年度『熊本市組織』掲載の「行政指標」（一部） 
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画目標等」という内容が掲載されている。図11は平成4年

度の『第4次総合計画実施計画』の一部で、事業名の欄内に

「計画目標等」という記載がある。 

 

 

 

図 10 と図 11 を比べると、土地区画整理に関する部分に

ついて、西部第一土地区画整理事業の面積が図10では「行

政指標」、図11では「計画目標等」として掲載されているこ

とがわかる。『熊本市第3次総合計画実施計画』において「計

画目標等」は掲載されていないことから、『熊本市組織』の

「行政指標」が『第 4 次総合計画実施計画』の「計画目標

等」に掲載内容として移行した可能性がある。但し、『熊本

市組織』に掲載されていた「行政指標」の数に比して、『第

4次総合計画実施計画』において「計画目標等」を設定して

いる事業は少ない。 

2.3 その他 

2.2の指標以外にも、令和3年度現在で掲載されていない

3つの項目があり、それらをその他として分類した。 

⑧ 「組織編制に関する格言」 

昭和42年度から昭和55(1980)年度までの14年間、裏表

紙に掲載されていた言葉（昭和 53(1978)年度は紙資料が破

損しており掲載の確認不可）を、本報では「組織編制に関す

る格言」とした。掲載が確認できた内容を表2に示す。昭和

56(1981)年度に掲載されなくなり、以降は⑩の「目指す都市

像」が掲載されるようになった。 

格言の掲載が確認された13件中3件が、アメリカの経営

学者であるC.I.バーナードの言葉である。 

なお、昭和50(1975)年度の「THINK」は直接的に組織編制

に関する格言として理解しにくい。白石(2009)によると、

「THINK」はトーマス・J・ワトソンがIBMの会社スローガン

の一つとして掲げた標語で、「上位者からの指示を期待する

のではなく、自ら考えよ」という意味が込められているとの

ことである。『熊本市組織』の「THINK」もその標語と推察さ

れる。 

表 2『熊本市組織』に掲載された「組織編制に関する格言」

一覧 

年度 組織編制に関する格言 

S42 組織は、つねに調整された人間行動の客観的なシステム

である。                    C.I.Barnard 

S43 およそ管理を伴わない組織は、机上の楼閣にすぎない。 

      F.D.ローズヴェルト 

S44 組織とは、特定の目的を達成するための人間協力の秩序

である。      山口茜（公営企業金融公庫理事） 

S45 組織の創造的な側面は調整である。   C.I.Barnard 

S46 組織は集団ではなく、協同の関係であり、それは、人間

の相互作用のシステムである。    C.I.バーナード 

S47 よい組織は生きている肉体であり、挑戦に応ずるために

新しい筋肉がどんどん育っている。 R.C.タウンゼント 

S48 うまく運営される一団は、その部分の総和よりもさらに

偉大な全体である。          W.H.ホワイト 

S49 最善の組織の中では、人びとは一つのテーブルを囲んで

いるかのように輪になって働いている形になる。 

 R.タウンゼント 

S50 THINK                  ワトソン 

S51 組織は、意思決定に必要な情報の流通するコミュニケー

ションのシステムである。         サイモン 

S52 より高度な専門化とより緊密な調整に対するニーズは

絶えず増大している。        P.R.ローレンス 

S53 （資料破損により確認不可） 

S54 組織は膨張でなく成長の一過程でなければならない 

（発言者名記載なし） 

S55 全構成員の協働的意志がなくては、経営組織はきわめて

低い実効度しかもたない。        K.ハックス 

 

⑨ 「組織論」 

昭和 44 年度から昭和 48(1973)年度までの 5 年間のみ掲

載されていた組織編制に関する理論モデルや文章を、本報

では「組織論」とした。図12 は、昭和44 年度『熊本市組

織』に掲載された「組織論」の概要図である。掲載当初は、

「執行体制の変遷」の後の空いた紙面を埋める形で組織に

関する理論モデルを掲載するのみだったが、掲載後期では

組織編制に関する論文とも言える文章が数ページ掲載され

ており、当時の担当部署の組織編制に関する意識の高さの

図11 平成4年度『第4次総合計画実施計画』（一部） 
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表れだと考えられる。 

 

 

 

⑩ 「目指す都市像」 

昭和56年度から昭和61(1986)年度までの6年間、『熊本

市組織』の裏表紙に掲載されていた。内容は「本市が目指す

都市像」として、「緑と水にかがやく明るい健康都市」「温か

い心の通い合う福祉都市」「人間性豊かな風格ある教育文化

都市」「環境と調和し活力にみちた地域産業都市」が掲げら

れている。この内容は『熊本市第3次総合計画』の基本構想

に掲げられた「目指す都市像」で、6年間全て同じ内容であ

る。昭和55年度に『熊本市第3次総合計画』の基本構想を

策定していることから、『熊本市組織』においても周知啓発

のために「目指す都市像」を掲載したものと考えられる。な

お『熊本市第3次総合計画』の基本構想は、『熊本市第4次

総合計画』の基本構想を策定した平成2(1990)年度まで有効

であるが、『熊本市組織』における「目指す都市像」の掲載

はその途中の昭和61年度で終了している。掲載されなくな

った理由は、昭和61年度に新たに田尻市長が就任し、前星

子市長の在任期間中に策定した基本構想の「目指す都市像」

についてはなじまないとして掲載されなくなったと考えら

れる。 

 

3『熊本市組織』の変容に関するまとめと考察 

『熊本市組織』は総合計画に関係する資料として作成さ

れ、昭和43年度以降に「行政指標」を追加することで充実

していった。さらに、昭和42年度に掲載されていた「組織

編制に関する格言」に加えて昭和 44 年度からは「組織論」

が掲載されることで、組織編制を検討する資料としても充

実し、昭和44年度からの5年間は表1の10項目のうち8

項目が掲載される多角的な資料となっていた。 

しかし、その後次第に掲載項目は減少していくことにな

る。まず「組織論」と「組織編制に関する格言」がなくなり、

代わりに一時期「目指す都市像」が掲載されたもののそれも

市長交代とともになくなり、最終的には「行政指標」と「主

要指標」という指標もなくなった。 

その代わり、昭和63年度から「外郭団体情報」が掲載さ

れ始めたことは、組織編制においてアウトソーシングも重

要な要素であると認識されてきた結果と考えられる。 

最後に『熊本市組織』と総合計画の関係について考察する。

まず、令和3年度現在でも掲載されている5項目のうち「機

構図」と「執行体制の変遷」の2項目は、『熊本市第1次総

合計画』の資料の一つとして作成した『行政管理近代化計画』

にも同様の内容が掲載されていたことがわかった。 

また、過去に掲載されていた指標はいずれも総合計画に

関係していると考えられる。加えて「目指す都市像」は総合

計画から転載された項目である。 

さらに、『行政管理近代化計画』の序において「総合計画

を推進し、実現するため、本市行政事務を経営学的に見なお

してみることによって新しい方策の具体的可能性を検討す

ることも無意味ではないと考える」（総務部長）とあること

からも、組織編制を含めた行政管理を検討することは、総合

計画の推進を実現することに繋がると考えていたとみられ

る。 

以上のことから、特に企画部門が組織編制を所管してい

た時期においては、『熊本市組織』を総合計画を推進する資

料として作成していたものと考えられる。 
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